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新型コロナウイルスの影響で売り上
げが減少した中小企業の業態転換や
新分野への展開を支援する国の事業
再構築補助金（通常枠・卒業枠・グロー

バルV字回復枠）の第1次採択結果が
発表され、全国2万2231件の応募件数
のうち、採択8016件（採択率36％）とい
う結果になった。すでに2次公募は締

め切っているが、今年度はさらに3回程
度公募する予定だ。

認定支援機関別の応募状況（全国）
は、地銀や信金などの金融機関が約

8100社と最多。次いで税理士関係が
約5600、商工会・商工会議所が3500
程度だった。応募案件に対する採択率
は「中小企業診断士」（43％）や「民間コ
ンサルタント」（42％）、「金融機関」（地
銀＝41％、信金＝39％）が高かった。

一方、同補助金事務局の資料によ
ると、県内は応募914件中345件が採
択、全国平均と同程度の採択率だった。

全国的に見ると、秋田県（47％）、岡山県
（同）、高知県（同）の採択率の高さが
際立っていた。

また、採択企業の業種分類では、「製
造業」が最多。「飲食・宿泊業」「卸・小
売業」も多かった。計画内容の傾向と
して、製造業では設備投資、飲食業で
はデリバリー化や、セントラルキッチン設
備の新設などが目立ったという。

帝国データバンク（TDB）横浜支店が
実施した特別調査によると、県内企業
の4社に1社が従業員に対し、新型コロ
ナウイルスのワクチン接種をしやすくする
仕組みを検討していることが分かった。
同支店が5月中旬から下旬にかけて実施
した「新型コロナに対する神奈川県内企
業の意識調査」（577社回答）で明らか
になった。

収束が見えないコロナ禍だが、同支

店では県内企業に対し、今後実施を検
討している施策（複数回答可）について
質問した。それによると、勤務時間内

での接種承認やシフト勤務、特別休暇
付与といった「従業員がワクチン接種をし
やすくする工夫」とするものが23・4％で
トップだった。次いで多かったのは「ワク
チン接種に関する従業員への情報提供」

（15・8％）、「従業員のワクチン接種
状況の一元管理」（15・4％）だった。

一方、コロナ対策ですでに実施した、も
しくは実施中とする施策（複数回答可）
についても聞いた。最多は「政府系金
融機関による特別融資の利用」が43・7
％。さらに「民間金融機関への融資相談」

（32・4％）、「雇用調整助成金の利用」
（31・0％）、「持続化給付金の利用」
（29・5％）なども上位に並んだ。

産業廃棄物処理業、グーン（GUU 
N、横浜市金沢区）は、正社員の時短
勤務制度の本格運用を始めた。

同社の場合、定時は午前９時～午後
６時だが、導入した時短勤務では「６
時間勤務」「７時間勤務」「週休３日」
など、社員の事情に応じて設定可能
だ。始業時間も自由に決められる。

育児や介護中などの社員が仕事と

生活を両立できるようにする狙いで、
通常勤務が可能になった段階で戻す
こともできる。当面は企画部門や事
務部門での導入に限られるものの、増
田賢二専務は「将来は（現場を含め
た）全社に広げていきたい」と語る。

戸建て住宅販売、建新（横須賀市）
は、「週休3日制」を試験導入した。ま
た、始業5分前から終業5分後までし

か電源が入らないシステムも入れた。
これにより、仕事とプライベートを両立
させたいとする若い世代の社員たち
の士気向上や生産性アップにつなげ
る。すでに中途、新卒採用で応募者
は以前よりも４割増になっている。

頑張った分だけ報酬に反映させる
企業もある。住宅設備関連企業の共
栄商会（横浜市南区）は、正社員の日
給制を導入する。営業部門なら、本人
の毎月の業績を１年間累計し、その平
均業績を考慮。それに加え、会社の
業績や周囲の評価なども照らし合わ
せた上で決定。結果にすぐにつなが

る業績給もプラスしている。　
帝国データバンク横浜支

店が実施した「人手不足に
対する神奈川県内企業の動
向調査」（4月、490社回答）
によると、正社員が「不足」と
する企業は 37・4％あり、前
年より6・２ポイント増加した。
非正社員も「不足」が６・１ポ
イント増えた。コロナ禍で経
済活動の制限はあるものの、
コロナ前より続く人手不足傾向が依
然として改善されていないという。こ
うした中で、多様な働き方に対応する

ことで、人材確保や定着を図り、コロ
ナ後の差別化につなげるため、各社と
も動き出しているようだ。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
関
連
の

支
援
策
情
報
、H
P
で
発
信
中

県内企業、多様な働き方に対応
「コロナ後」にらみ人材確保へ

新型コロナウイルスの感染収束後をにらみ、多様な働き方に対応する県内中
小企業が増えている。今のうちから優秀な人材を確保する狙いで、テレワークが
難しい分、週休3日制や時短勤務の導入などを進める。社員の定着率アップに
もつなげているようだ。=5、8面に関連記事
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４社に１社、接種の仕組み検討

時短勤務の運用を始めたグーンの職場
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2004年に国営商社から株式会社になりました
送り出して20年送り出して20年
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